
平成 28年 10月 13日 

 

「第３回 消防用設備等点検報告制度のあり方に関する検討部会」概要 

 

 平成 28年 10月 11日に「第３回 消防用設備等点検報告制度のあり方に関する検討部会

（事務局：消防庁予防課）」が開催されました。 

 

１ 検討部会の構成（敬称略） 

  部 会 長：小林 恭一 （東京理科大学大学院国際火災科学研究科教授） 

  副部会長：河野 守  （東京理科大学工学部第二部建築学科教授） 

  部 会 員：田辺 恵子 （主婦連合会環境部） 

       岡野 陽朋 （一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会） 

       齋藤 健一郎（一般社団法人日本損害保険協会生活サービス部長） 

       佐々木 正勝（一般社団法人全国賃貸不動産管理業協会会長） 

       中川 満  （公益社団法人全国ビルメンテナンス協会 

普及啓発委員会副委員長） 

       岡田 昇  （一般社団法人全国消防機器販売業協会常務理事兼事務局長） 

       木原 正則 （一般財団法人日本消防設備安全センター専務理事） 

       鈴木 和男 （一般社団法人全国消防機器協会常務理事兼事務局長） 

       伊藤 貴弘 （東京消防庁予防部査察課長） 

       竹本 吉利 （千葉市消防局予防部指導課長） 

       森 正勝  （粕屋北部消防本部予防課長） 

       渡邉 利秋 （春日井市消防本部予防課長） 

２ 議事 

 ⑴ 消防用設備等点検報告率が大きく上昇した消防本部における取組の事例紹介について 

   事務局から点検報告率の推移と消防本部の取組について説明があった。 

  ・ 全国の点検報告率の推移は上昇しているものの、昨年からは横ばい。 

・ 平成 26年度から平成 27年度にかけて報告率が 10％以上上昇した消防本部（千葉

市消防局）の取組み事例を紹介。 

  ・ 未報告の防火対象物に対し、立入検査で指導するほか、防火対象物の関係者に点

検報告を促す文書とリーフレットを送付するなど、地道な取組みの結果が報告率の

アップにつながっている。 

 ⑵ 自家発電設備の負荷運転について 

   事務局から負荷運転の目的、方法及び特徴について説明があり、負荷運転の頻度と、

日本内燃力発電設備協会が検討している分解整備点検について、今後検討することと

した。 



  ・ 自家発電設備は、総合運転時に負荷運転が求められており、運転状況や換気を確

認している。 

  ・ 負荷運転の方法として実負荷運転と擬似負荷運転がある。 

  ・ 実負荷運転は、商用電源を停電させなければ実施できない場合がある。 

  ・ 擬似負荷運転は、装置の手配や監視要員の配置にコストがかかり、場所によって

は電気ケーブルの敷設工事が困難である。 

  ・ 負荷運転に代わる点検方法として検討中の分解整備点検について説明。 

    負荷運転で確認する項目を、他の点検項目と分解整備点検によって確認する。 

  ・ 分解整備点検は、原動機及び発電機の内部点検、発電装置の冷却水、潤滑油の性

状分析、経年劣化が進んだ部品の交換等を実施する。 

  ・ 分解整備点検が負荷運転の代わりとなるか検討する。また、毎年負荷運転が必要

かどうかも検討する。 

  ・ 自家発電設備の不具合率がどのくらいか今後調べる予定。 

 ⑶ 誘導灯の経年劣化等を踏まえた点検方法の見直しについて 

   日本消防設備安全センターで行われた「消防用設備等の経年劣化等に対応した点検

方法等検討会」からの提言を受けて、下記の点検項目について見直す方向で検討を進

めることとした。 

  ・ 約 700個のサンプルを確認したところ、設置後５年以内は蓄電池における不具合

発生率が低かった。これにより設置から５年間は、蓄電池に係る点検は非常電源へ

の切替動作確認のみとしてはどうか。 

  ・ 光源に係る点検項目は、自動点検機能付きの誘導灯はモニタ表示の確認で可能で

はないか。 

  ・ 表示板の変色について、パネルの交換が必要かどうか判断は点検実施者により行

われているので、色見本を作成し、照らし合わせて確認してはどうか。 

 ⑷ 有資格者により点検を行う範囲について 

   事務局から点検資格者に関する現況、設備の設置基準の変遷、有資格者でなければ

点検できない項目、有資格者でなくても点検できる項目などについて説明があり、有

資格者による点検を行う範囲について延べ面積だけでなく設置される消防用設備等も

高度になっており、引き続き有資格者による点検範囲について検討することとした。 

  ・ 制度上、無資格者による点検が可能な場合であっても、ほとんど有資格者が点検

している。 

  ・ 消防用設備等は、面積が小さくても設置するようになった。 

  ・ 1,000㎡未満の防火対象物で、無資格者により点検可能であっても、設備によって

は資格者でなければ点検が難しい。 

  ・ 1,000㎡以上の防火対象物より 1,000㎡未満の防火対象物の方が、割合は多く、点

検報告率は低い。 



  ・ 消防設備士、点検資格者の合格数は増加している。 

・ 点検資格者でなければ点検できないものは、資格者に点検してもらう。 

・ 点検が簡単にできるような機能を付加した設備を普及させたい。 

 ⑸ その他 

  ・ 事務局から、自動火災報知設備の総合点検時に行われている煙感知器の感度試験

の状況について説明があり、共同住宅に導入されている遠隔試験機能について共同

住宅以外での活用について引き続き検討することとした。 

・ 次回の開催日は未定。 

以上 


